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１.　はじめに

　愛知県設計用入力地震動研究協議会1)では，性能設
計化に向けた設計者の取り組みと免震・制震建物の
普及への一助をなすために，地域の地震環境と地盤
環境を考慮した地震動策定を目指したプロジェクト
を進めている．これまでの途中成果として，想定地震
の選定と断層モデルの設定，さらに地下構造モデル
の設定についての発表を行ってきた1),2)．本論文で
は，それらの成果を用いて強震動予測を行った結果
のうち，想定新東海地震の結果について述べる．

２.　基本方針とモデル化

(1) 地震動策定の基本方針
　同協議会による地震動策定の基本方針としては，1)
周期0.1～10秒を含む広帯域地震動の作成，2)想定さ
れる最も起こりえる地震動を作成，3)想定地震は被害
地震や活断層の最新知見と確率的想定地震3)の考え方
を合わせて設定，4)断層破壊の非一様性を考慮，5)濃
尾平野の三次元地下構造を反映する，などとしてい
る．想定地震としては，プレート境界型の巨大地震，
特定活断層の活動による地震(3地震)，さらに活断層
の存在が知られていないところで発生する地殻内地
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　名古屋市内の建築構造物の地震時安全性検討に必要な地震動作成を目指したプロジェクトにおいて，対象
地域への影響を考慮して選定された複数の想定地震のうち，想定新東海地震による強震動の予測結果を示し
た．広帯域ハイブリッド法による工学的基盤上の波形と，表層の逐次非線形解析による地表面波形を求めた
結果は，過去の地震の震度や液状化発生の有無によく対応し，さらに距離減衰式とも概ね対応する結果と
なった．これらの結果は，名古屋市域での耐震設計や地震防災の基礎資料となることが期待される．

震の計5地震を選定している1)．想定新東海地震は，
これらのうちプレート境界型の巨大地震として選定
されたものである．

(2) 断層モデルと地下構造モデル
　想定新東海地震の断層モデルと，地震波の伝播経
路および濃尾平野の堆積盆地を含む地下構造のモデ
ル化についての詳細は文献1),2)に譲り，ここではそ
の概要を述べる．
　図－1には，想定新東海地震の断層モデルを示す．
起震断層としては，東海地震と東南海地震が連動す
る1854年安政東海地震タイプを想定している．巨視
的断層面は，1944年東南海地震の断層モデルと静岡
県下の固着域に対応させて，プレート境界の形状と
微小地震分布に整合するように設定した．アスペリ
ティ位置は，1944年東南海地震の断層モデルと静岡
県下の固着域を参考に設定した．表－1に設定した断
層パラメータを示す．短周期レベルAについては，M0

～Aの経験的な関係4)による平均値と，その2倍の場
合を検討したが，後述する結果の検証により，平均値
の2倍の場合が適当と判断したため，以下にはその結
果を示す．
　地盤のモデル化範囲は，平面的には断層面と濃尾
平野を含む範囲（300km×300km），深さ方向には断
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層面とモホ不連続面を含む40km以浅とした．地震基
盤以浅の堆積地盤モデルは，重力探査による推定地
層境界面を基に，反射法探査やボーリングデータで
拘束した密度構造モデルを作成した．次に，反射法結
果を用いて深さとP波速度の回帰式を作成し，速度を
付与した．図－2に，作成した地盤モデルの地震基盤
形状を示す．三次元地盤モデルの検証は，面的に存在
する微動計測などによる1次固有周期分布の説明，お
よび養老断層付近で発生した地震(M 5.4)の観測波のシ
ミュレーションにより行った．工学的基盤以浅の浅
層地盤のモデル化は，計算地点でのPS検層を基にし
た．ただし，1地点のみN値からS波速度を推定した．

(3) 強震動予測地点と計算手法
　強震動予測を行う対象地点は，図－3に示す名古屋
市内の9地点である。これらは，地形や地震基盤深さ
などからグループ分けされた地域の代表点として選
定されている。
　工学的基盤における強震動波形は，広帯域ハイブ
リッド法5)により作成した．接続周期を境とし，長周

期帯域は有限差分法6)による理論的方法で求め，短周
期帯域は統計的グリーン関数法により求めた．想定
新東海地震では，接続周期3.0秒でこれらを合成する
ことで，工学的基盤波を求めた．次に，この波形を工
学的基盤以浅の浅層地盤への入力波とした．浅層地
盤の計算は逐次非線形解析とし，非線形性のみ考慮
した全応力法か，過剰間隙水圧の上昇も考慮した有
効応力法7)とした．計算対象とする9地点のうち，地
形や補正N値から判断して4地点（NST，TTB，SJB，
CHC）では有効応力解析，それ以外の5地点では全応
力解析とした．
　
３．強震動予測結果

　洪積層が露頭して比較的地盤がよい地点NUNと埋
立地にある地点SJBを代表点とし，工学的基盤の波形
を図－4に，擬似速度応答スペクトルを図－5に示す．
主要動の継続時間は100 秒程度で，非常に長い．擬似
速度応答スペクトルには，稀に発生する地震動の告
示スペクトル，及び極めて稀に発生する地震動の告
示スペクトルをあわせて示している．両地点とも，

図－1　想定新東海地震の断層モデルと計算地点

△▲は計算地点．☆は破壊開始点で西側断層から破
壊．網がけの矩形はアスペリティ位置．
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図－3　計算地点

モーメントマグニチュード MW 8.3

気象庁マグニチュード MJ 8.3

地震モーメント [dyn˙cm] M0 4.0×10
28

短周期レベル [dyn˙cm/s
2 
] A 1.7×10

27

西断層 東断層
断層長さ [km] L 180 100

断層幅 [km] W 80 75

平均すべり量 [m] D 4.5 3.3

すべり方向 [deg] λ 270 (逆断層) 同左

表－1　想定新東海地震の断層パラメータ
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図－2　濃尾平野の地震基盤形状
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図－7　地表面における波形 [NS成分]
0.2秒より短周期領域で極めて稀に発生する地震動の
告示スペクトルと同レベルになっている．0.2秒から
2秒までの周期領域では，2つの告示スペクトルの中
間レベルになっており，4秒以上の周期帯域では，稀
に発生する地震動の告示スペクトルを下回る．両地
点とも周期2秒付近の振幅が卓越している．また，図
－5には地震基盤における応答スペクトルも示してい
るが，2秒付近が最も卓越している．一方，図－6に
示すように，両地点とも2秒付近に堆積層の顕著な増
幅を示す．これらより，工学的基盤における2秒付近
の卓越は，震源特性に起因する地震動の卓越周期と，
地震基盤以浅の堆積層における増幅の相乗効果によ
るものと考えられる．以上の結果はNS成分のみを示
したが，EW成分でも同様の結果が見られる．ただし，
最大値や周期特性は，三次元地盤構造の影響と地震
波のラディエーションパターンの影響によりやや異
なる．
　図－7にはNUNとSJBにおける地表面の波形を示
す．工学的基盤からの最大値の増幅は，速度は数十％
の増幅を示すが，加速度は逆に半分程度に減少して

いる．これは，主として地盤の非線形化の影響と考え
られる．特に，SJB における地表面の加速度波形は，
最大振幅が生じた後に振幅が急に小さくなっている．
これは，浅層地盤で過剰間隙水圧の上昇による地盤
の剛性低下と履歴減衰の増大が生じており，それに
より特に短周期成分が遮断されるためである．NUN
は地表数ｍで第三紀層が現れる比較的良好な地盤で
あるものの，せん断ひずみの最大値は10-3オーダーで
あり非線形化がやや進んでいる．

４．結果の検証

　強震動予測結果の検証は，過去の地震の震度との
比較，液状化履歴の記録との対応，及び経験的距離減
衰式との比較により行った．計算による地表面波形
から求めた震度と，1854年安政東海地震と1944年東
南海地震の震度分布8)から読み取った計算地点の震度
の比較を表－2に示す．計算震度が5弱であるNSTで

図－6　地震基盤から工学的基盤までの増幅率

0.5

1

2

5

10

20

増
幅
率

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
周期 [sec]

0.5

1

2

5

10

20

増
幅
率

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
周期 [sec]

0.1

11

10

100

1000

擬
似
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

 [c
m

/s
ec

]

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
周期 [sec]

告示スペクトル
地震基盤
工学的基盤

NUN

SJB

0.1

11

10

100

1000

擬
似
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

 [c
m

/s
ec

]

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
周期 [sec]

告示スペクトル
地震基盤
工学的基盤

NUN　h=0.05 SJB　h=0.05

図－5　工学的基盤の擬似速度応答スペクトル [NS成分]
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図－4　工学的基盤の加速度・速度波形[NS成分]
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はやや過小評価であるが，それ以外の地点は過去の
地震の震度をほぼ説明できている．表－3には浅層地
盤の有効応力解析を行った地点の液状化の有無と，
1944年東南海地震による液状化の記録9)との対応を
示す．計算で液状化が生じたのはSJBとCHCの2地
点であるが，このうちCHC では東南海地震で液状化
が生じ，記録と対応している．SJBについては東南海
地震以後に埋め立てられたため，記録には示されて
いない．NSTとTTBは，液状化の記録がなく，計算
でも液状化が生じなかった．計算地点の工学的基盤
の加速度および速度の最大値と経験的距離減衰式10)

,11)との比較を図－8に示す．計算結果は距離減衰式か
ら算定される平均値とばらつきの範囲内でよく対応
している．以上の比較から，名古屋市内の計算地点に
おける強震動予測結果は，妥当な結果を与えている
ものと考えられる．

５．おわりに

　想定新東海地震の計算結果は，過去の地震による
震度や地盤の液状化発生の有無とよく対応する結果
となった．また，経験的距離減衰式とも概ね対応し，
対象とした計算地点では妥当な結果を与えているも
のと考えられる．フィリピン海プレートの沈み込み
帯で発生する巨大地震の切迫性が高いと予想される

図－8　距離減衰式との比較
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� pa_=� ^oj=� krk

� krq=� lvl=� kpq

� qq_=� pg_=� `e`

� pa_=� ^oj=� krk

� krq=� lvl=� kpq

� qq_=� pg_=� `e`

計算 計算 安政東海 東南海
地点 震度 地震(1854) 地震(1944)

pa_ 5強 5 5
^oj 5強 5 5
krk 5強 5 5
krq 5強 5 5
lvl 5強 5 5
kpq 5弱 5 5
qq_ 5強 5 5
pg_ 5強 5～ 6 5～ 6
`e` 5強 5～ 6 5～ 6

表－2　計算震度と過去の地震の震度との比較

計算 計算による 東南海
地点 液状化の有無 地震(1944)

kpq なし なし
qq_ なし なし
pg_ 液状化 (注)
`e` 液状化 液状化

表－3　過去の地震による液状化履歴との比較

(注) SJBは東南海地震以後に埋立てられた．

中，本研究による検討結果は，名古屋市域での耐震設
計や地震防災の基礎資料となることが期待される．

謝辞：本研究は愛知県設計用入力地震動作成事業の
一環として，設計用入力地震動作成検討部会および
WG の意見を踏まえて実施したものであり，関係諸
氏に心より感謝します．また，事務局を担った
（財）愛知県建築住宅センター，および地下構造モ
デルの作成にご協力いただきました応用地質（株）
の方々に心よりお礼申し上げます．


